
【計算書類】

（単位：百万円）

科           目 金        額 科           目 金        額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

1,220,187          9,438,450          

0                  9,438,450          

1,220,187          2,668,558          

236,602            528,890            

236,602            31,815             

13,540,661         57,888             

13,540,661         375,363            

256,188            63,380             

521                16                 

49,807             426                

43,357             516                

162,230            6                  

273                7,090              

27,804             39                 

2,882              2,464,703          

24,427             負 債 の 部 合 計 15,108,255         

13                 （ 純 資 産 の 部 ）

34                 1,391,000          

446                972,140            

2,737              929,368            

2,737              42,772             

2,464,703          繰 越 利 益 剰 余 金 42,772             

△168,262          2,363,140          

4,303              

104,923            

109,226            

純 資 産 の 部 合 計 2,472,367          

資 産 の 部 合 計 17,580,622         17,580,622         

預 け 金 社 債

第４期末(平成28年３月31日現在）貸借対照表

現 金 預 け 金 借 用 金

現 金 借 入 金

そ の 他 負 債有 価 証 券

未 払 費 用

金融商品等受入担保金

そ の 他 の 証 券

前 受 収 益貸 出 金

証 書 貸 付

賞 与 引 当 金

そ の 他 資 産

リ ー ス 債 務前 払 費 用

金 融 派 生 商 品

退 職 給 付 引 当 金

未 収 収 益

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

金 融 派 生 商 品

役 員 賞 与 引 当 金金融商品等差入担保金

そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 の 負 債

建 物 支 払 承 諾

土 地

利 益 準 備 金

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産 利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

資 本 金

ソ フ ト ウ ェ ア

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

株 主 資 本 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

負債及び純資産の部合計

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

評価・換算差額等合計

その他有価証券評価差額金



　　　平成27年４月１日から
　　　平成28年３月31日まで

（単位：百万円）

科    　        目 金      　    額

240,005            

213,806            

196,859            

2,682              

7                  

2,787              

11,250             

219                

22,091             

22,091             

141                

117                

23                 

3,965              

0                  

1,890              

1,914              

160                

197,276            

123,779            

57,339             

66,429             

10                 

1,653              

1,653              

1,310              

729                

145                

434                

17,631             

52,901             

52,770             
130                

42,728             

43                 

43                 

42,772             

役 務 取 引 等 収 益

第４期 損益計算書

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

買 現 先 利 息

預 け 金 利 息

金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益

外 国 為 替 売 買 益

経 常 費 用

そ の 他 経 常 収 益

償 却 債 権 取 立 益

株 式 等 売 却 益

組 合 出 資 に 係 る 持 分 損 益

そ の 他 の 経 常 収 益

資 金 調 達 費 用

借 用 金 利 息

社 債 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 の 業 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用

社 債 発 行 費 償 却

金 融 派 生 商 品 費 用

特 別 利 益

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
株 式 等 売 却 損

経 常 利 益

当 期 純 利 益

固 定 資 産 処 分 益



（単位：百万円）

その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,391,000  865,683 127,369   993,053   2,384,053  12,786   63,681   76,467   2,460,520  

当期変動額

　準備金繰入 63,684  △63,684  - - -

　国庫納付 △63,684  △63,684  △63,684   △63,684   

　当期純利益 42,772    42,772    42,772     42,772     

　株主資本以外の
　項目の当期変動
　額（純額）

△8,482  41,242   32,759   32,759     

当期変動額合計 -          63,684  △84,597  △20,912  △20,912   △8,482  41,242   32,759   11,846     

当期末残高 1,391,000  929,368 42,772    972,140   2,363,140  4,303    104,923  109,226  2,472,367  

 株主資本等変動計算書
平成27年４月１日から

第４期　
平成28年３月31日まで

資本金
株主資本
合計

株主資本

その他
有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

純資産
合計利益

準備金
利益剰余
金合計

評価・換算差額等
利益剰余金



 

個別注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法、関連会

社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券については原則として決算日の

市場価格等に基づく時価法、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものにつ

いては移動平均法による原価法により行っております。また、その他有価証券の評価差額に

ついては、全部純資産直入法により処理しております。なお、投資事業組合及びそれに類す

る組合への出資（金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第２条第２項の規定により有価

証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な

最新の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。 

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を

採用しております。 

なお、耐用年数は次のとおりであります。 

 建 物   3 年～50年 

 その他   2 年～35年 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、当行における利用可能期間（5年以内）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係る「有形固定資産」及び｢無形固定資産｣中の

リース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存

価額については、零としております。 

４．繰延資産の処理方法 

社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

６．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）



 

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債

権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分

可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、

現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者

に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込

額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上

しております。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率

等に基づき計上しております。特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因

して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上

記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保

の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額とし

て債権額から直接減額しておりますが、当事業年度末は、その金額はありません。 

（２）賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額

のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

（３）役員賞与引当金 

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払に備えるため、役員に対する賞与の支給見込額

のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

（４）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生年度に一括費用処理しております。 

（５）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払に備えるため、役員に対する退職慰

労金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上してお

ります。 

７．ヘッジ会計の方法 

（１）金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジによっ 



 

ております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動又はキャッシュ･フロー変動を

相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貸出金、借用金及び社債等とヘッジ手段であ

る金利スワップ取引等を特定し、ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘ

ッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計等を比較し、両者の変動額等を基礎として判断しております。 

（２）為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協

会業種別監査委員会報告第 25号 平成 14年７月 29日）に規定する繰延ヘッジによってお

ります。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建の貸出金、借用金及び社債等の為替

変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び先物外国為替予約をヘッジ手段と

し、ヘッジ対象である外貨建の貸出金、借用金及び社債等に見合うヘッジ手段の外貨ポジ

ション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有効性を評価しております。 

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によってお 

ります。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上してお

ります。 

 

 

  



 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

１．関係会社の株式及び出資総額  84,500百万円 

２．貸出金のうち、破綻先債権額はありません。また、延滞債権額は 111,407 百万円でありま 

す。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の 

事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか

った貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、

法人税法施行令（昭和 40年政令第 97号）第 96 条第１項第３号イからホまでに掲げる事由又

は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建 

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。 

３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 44,719 百万円であります。 

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３月以上 

遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 98,714百万円であります。 

なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利 

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを

行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。 

５. 破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は

254,840百万円であります。 

なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

６. 当行には、貸付契約締結をもって貸付金の全額又は一部を借入者に貸付実行することはせ

ず、対象事業等の進捗状況等に応じて、貸付けを実行する取扱いがあります。貸借対照表に

計上している証書貸付には、この貸付資金の未実行額は含まれておりません。 

なお、当事業年度末における未実行残高は、2,884,178百万円であります。 

７．株式会社国際協力銀行法第34条の規定により、当行の総財産を当行の発行する全ての社債

2,668,558百万円の一般担保に供しております。 

８．有形固定資産の減価償却累計額 1,507百万円 

９. 偶発債務 

  当行は、平成 24年４月１日に株式会社日本政策金融公庫が承継した株式会社日本政策金融

公庫既発債券 450,000 百万円について、連帯して債務を負っております。なお、株式会社国

際協力銀行法附則第 17条第２項の規定により、当行の総財産を上記連帯債務の一般担保に供

しております。 

１０． 株式会社国際協力銀行法第 31条の規定により剰余金の処分に制限を受けております。 

毎事業年度の決算において計上した剰余金の額が零を上回るときは、当該剰余金のうち政



 

令で定める基準により計算した額を準備金として政令で定める額となるまで積み立て、なお

残余があるときは、その残余の額を当該事業年度終了後三月以内に国庫に納付しなければな

らないものとされております。  

なお、毎事業年度の決算において計上した剰余金の額が零を下回るときは、準備金を当該

剰余金の額が零となるまで取り崩して整理しなければならないものとされております。 

 

（損益計算書関係） 

関係会社との取引による収益 

  その他経常取引に係る収益総額 436百万円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

発行済株式の種類並びに総数 

（単位：株） 

株式の種類 
当事業年度期首 

株式数 

当事業年度 

増加株式数 

当事業年度 

減少株式数 

当事業年度末 

株式数 

普通株式 1,391,000,000,000 － － 1,391,000,000,000 

 

（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

当行は、株式会社国際協力銀行法に基づき、一般の金融機関が行う金融を補完することを

旨としつつ、我が国にとって重要な資源の海外における開発及び取得を促進し、我が国の産

業の国際競争力の維持及び向上を図り、並びに地球温暖化の防止等の地球環境の保全を目的

とする海外における事業を促進するための金融の機能を担うとともに、国際金融秩序の混乱

の防止又はその被害への対処に必要な金融を行い、もって我が国及び国際経済社会の健全な

発展に寄与することを目的として設立された政策金融機関であります。 

上記目的のもと、当行は、「輸出金融」、「輸入金融」、「投資金融」、「事業開発等金融」（各々

保証含む。）及び「出資」等を主要な業務として行っており、これらの業務を行うため、財

政融資資金及び外国為替資金特別会計借入金の借入並びに社債の発行等により資金調達を

行っております。金利変動及び為替変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、

金利変動及び為替変動による不利な影響が生じないように、当行では、資産及び負債の総

合的管理（ALM）を行っております。また、外貨建取引等から生じるリスクを回避する目的

から、デリバティブ取引を行っております。加えて、余裕金の運用として保有する金融商

品は、株式会社国際協力銀行法により規定されており、国債等の安全性が高いものに限定

されております。 

なお、政策金融業務にあたって必要となる予算は国会において議決され、事業計画及び資

金計画（財政融資資金借入金、社債、一般会計出資金及び貸出金等）についても予算に添



 

付し国会に提出しております。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

   当行が保有する金融資産は、主に国内外の与信先に対する貸出金、有価証券等であり、

金融負債は、主に借用金及び社債であり、以下のリスクがあります。 

イ 信用リスク 

信用リスクとは、与信先の財務状況の悪化等により、資産（オフ・バランスを含む。）

の価値が減少ないし消滅し、当行が損失を被るリスクであります。 

当行の信用リスクとしては、ソヴリンリスク、カントリーリスク、コーポレートリス

ク及びプロジェクトリスクが挙げられます。当行が行っている対外経済取引支援等のた

めの金融は、その性格上、外国政府・政府機関や外国企業向けのものも多く、したがっ

て、与信に伴う信用リスクとしてソヴリンリスクあるいはカントリーリスクの占める割

合が比較的大きいことが特徴となっております。 

    したがって、与信先である各国・各地域の政治・経済等の動向やそれらに伴う個別与

信先の財務状況等が大幅に悪化した場合には、これらに起因して当行の業績及び財務状

況に悪影響を及ぼす可能性があります。 

（注）ソヴリンリスクとは外国政府等向け与信に伴うリスク、カントリーリスクとは外国企業及び外国

に所在するプロジェクト向け与信に伴うリスク（コーポレートリスク及びプロジェクトリスクに付加さ

れる企業所在国及びプロジェクト所在国に起因するリスク）、コーポレートリスクとは企業向け与信に伴

うリスク、プロジェクトリスクとは与信対象プロジェクトが生むキャッシュ・フローを主たる返済原資

とするプロジェクトファイナンス等の場合において対象プロジェクトが計画されたキャッシュ・フロー

を生まないリスクを指しております。  

ロ 市場リスク 

市場リスクとは、金利、為替等様々な市場のリスクファクターの変動により、資産・

負債（オフ・バランスを含む。）の価値が変動し損失を被るリスク及び資産・負債（オフ・

バランスを含む。）から生み出される収益が変動し損失を被るリスクであります。 

当行が負う市場リスクは、主に為替リスクと金利リスクで構成されており、市場の混

乱等、市場が変動した場合には、当該リスクに起因した損失を被る可能性がありますが、

原則として金利スワップ取引、通貨スワップ取引及び先物外国為替予約を行うことによ

り当該リスクを回避しております。   

なお、当行では、金利スワップ取引をヘッジ手段として、ヘッジ対象である貸出金、

借用金及び社債に係る金利の変動リスクに対してヘッジ会計を適用しております。これ

らに係るヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、 ヘ

ッジ対象となる貸出金、借用金及び社債とヘッジ手段である金利スワップ取引を特定し、

ヘッジ開始時から有効性判定時までの期間において、ヘッジ対象の相場変動又はキャッ

シュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計等

を比較し、両者の変動額等を基礎として判断しております。 

また、通貨スワップ取引及び先物外国為替予約をヘッジ手段として、ヘッジ対象であ



 

る外貨建の貸出金、借用金及び社債に係る金利及び為替の変動リスクに対してヘッジ会

計を適用しております。これらに係るヘッジ有効性評価の方法については、外貨建の貸

出金、借用金及び社債の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び先

物外国為替予約をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建の貸出金、借用金及び社債

に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッ

ジ有効性を評価しております。 

ハ 流動性リスク 

流動性リスクとは、運用と調達の期間のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、必

要な資金確保が困難になる又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なくされ

ることにより損失を被るリスク（資金繰りリスク）及び市場の混乱等により市場におい

て取引ができなくなる又は通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされること

により損失を被るリスク（市場流動性リスク）であります。 

当行では、預金受入を行っておらず、財政融資資金、政府保証債及び財投機関債など

の長期・安定的な資金調達を実施していることから、流動性リスクは限定的と考えられ

ますが、市場の混乱又は不測の事態等において資金調達費用が増加する等の可能性があ

ります。 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

   当行のリスク管理体制は次のとおりです。 

イ 信用リスクの管理 

当行は、与信決定にあたっての与信先信用力等の評価を通じた個別与信管理を信用リ

スク管理の基本としております。 

新規与信においては、与信担当部門（営業推進部門）及び審査管理部門による与信先

に関する情報の収集・分析に加えて、特に外国政府等あるいは外国企業に関する情報収

集には海外駐在員事務所も関与しております。これらの部門が収集・分析した情報を基

に、与信担当部門と審査管理部門が相互に牽制関係を維持しながら与信の適否に関する

検討を行い、最終的にはマネジメントによる与信決定の判断がなされる体制をとってお

ります。 

     なお、外国政府等向け融資又は外国企業向け融資に関しては、当行は公的金融機関と

しての性格を活用して、相手国政府関係当局や IMF（国際通貨基金）・世界銀行等の国際

機関あるいは地域開発金融機関並びに先進国の類似機関や民間金融機関との意見交換を

通じて、与信先となる外国政府・政府機関や相手国の政治経済に関する情報を幅広く収

集し、外国政府等向け与信に伴うソヴリンリスクあるいは外国企業向け与信に伴うカン

トリーリスク（コーポレートリスク及びプロジェクトリスクに付加される企業所在国に

起因するリスク）を評価しております。 

与信管理においては、細分化されたリスクカテゴリーごとの行内信用格付制度及び「金

融検査マニュアル」に基づいた資産自己査定制度を設けており、与信担当部門及び審査

管理部門が当該制度に基づき適時の与信管理を行うとともに、定期的に「統合リスク管



 

理委員会」を開催し与信管理の状況をマネジメントに対して報告を行う体制としており

ます。さらに、与信管理の状況については、独立した内部監査部門がチェックを行って

おります。 

また、当行の有する外国政府等向けの公的債権については、民間金融機関にはない公

的債権者固有の国際的な枠組みによる債権保全メカニズムが存在します。これは、債務

国の経済状況等により返済が一時的に困難となった場合において、持続的な債務返済を

可能とするために、債権国会議（パリクラブ）の場における国際的合意により、債務繰

延等の国際収支支援が実施されるものであります。この国際収支支援の中で、債務国は、

IMF との間で合意された経済改革プログラムを実施し、持続可能な債務返済能力を確保

していくことになります。当行は、公的金融機関としての立場から、外国政府等向けの

公的債権については、本パリクラブの枠組みに基づき債権保全を行っております。 

当行では、以上の個別与信管理に加えて、ポートフォリオ全体のリスク量把握のため、

信用リスクの計量化も行っております。信用リスクの計量化にあたっては、長期の貸出

や、ソヴリンリスクあるいはカントリーリスクを伴った融資の占める割合が大きいとい

う民間金融機関には例を見ない当行のローン・ポートフォリオの特徴、さらには公的債

権者固有のパリクラブ等国際的支援の枠組み等による債権保全メカニズムを織り込むこ

とが適切であり、これらの諸要素を考慮した当行独自の信用リスク計量化モデルにより、

信用リスク量を計測し、与信管理に活用しております。 

ロ 市場リスクの管理 

       当行は、ALMによって為替リスク及び金利リスクを管理しております。市場リスク管

理規則等において、リスク管理方法や手続等の詳細を規定しており、ALM 委員会を設置

の上、ALM の実施状況の把握・確認、今後の対応等の審議を行っております。また、金

融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析、VaR

等によりモニタリングを行い、定期的に ALM委員会に報告しております。 

なお、当行における為替リスク及び金利リスクにおけるリスク管理の基本的な方針は、

以下のとおりとなっております。 

（ⅰ）為替リスク 

当行で行っている外貨貸付業務に伴う為替変動リスクに関して、当行では原則とし

て外貨貸付・調達にあたり通貨スワップ及び先物外国為替予約を利用したフルヘッジ

方針をとっております。 

  （ⅱ）金利リスク 

     市場金利の変動により損失を被る金利リスクに関して、円貨貸付業務、外貨貸付業 

務それぞれ以下のとおりとなっております。 

a  円貨貸付業務 

円貨貸付業務においては、主に固定金利での資金管理を行っております。ただし、

金利変動リスクの影響が大きいと考えられる部分では、スワップ等により金利リスク

ヘッジを行っており、金利リスクは限定的です。 



 

 

b  外貨貸付業務 

外貨貸付業務においては、原則として、貸付・調達ともに金利スワップを利用して

変動金利での資金管理を行うことにより金利リスクヘッジを行っております。 

（ⅲ） 市場リスクの状況 

当行は、金融商品のトレーディング勘定は有しておらず、バンキング勘定のみとな

っており、更に前述のとおり、ヘッジ対応を原則としておりますが、潜在的リスクの

把握等を目的として、市場リスク量（VaR）等を計測しており、当事業年度の当行にお

ける市場リスク量（VaR）の状況は以下のとおりとなっております。なお、従来は金利

VaRと為替 VaRの単純合算値を市場リスク量（VaR）としておりましたが、リスク量計

測方法の精緻化に伴い、当事業年度より金利リスクと為替リスクの分散効果を考慮し

計測した合算値を市場リスク量（VaR）としております。 

a  市場リスク量（VaR）の状況（当事業年度末） 

  1,446億円 

b  市場リスク量（VaR）の計測手法 

  ヒストリカル法（信頼区間 99％、保有期間 1年、観測期間 5年） 

c VaRによるリスク管理 

VaR とは、①過去の特定期間（「観測期間」）の金利・為替等の市場動向実績を捕捉

した上で、②統計学における確率分布の考え方を援用した一定確率（「信頼区間」）の

下で、③一定期間（「保有期間」）経過後に発生し得る時価損益変動金額の最大値を評

価した市場リスク管理指標です。 

その計測にあたっては、市場動向実績や確率分布のセオリー等を前提としています

が、将来に向けた市場推移がこれらの前提を逸脱する可能性を踏まえ、VaR による市

場リスク計測の有効性を確認するため、VaR 計測結果とその後の実績推移を突合する

バックテストを行うとともに、市場変動実績の確率分布に捉われないストレステスト

を実施し、多面的にリスク量を捕捉しております。 

なお、VaR計測に伴う一般的な留意点は、以下のとおりです。 

・ 信頼区間・保有期間・観測期間の設定方法等によって異なります。 

・ VaR値は、計測時点での時価損益変動金額の最大値ではありますが、保有期間経

過中において市場動向等の前提条件が変化していくことから、必ずしも将来時点

で確率どおりに実現していくものではありません。 

・ VaR値は特定の前提条件に基づく最大値であり、リスク管理指標として実践的に

活用していく上では、当該最大値を超過する可能性を念頭に置くことが肝要です。 

  ハ 資金調達に係る流動性リスクの管理 

当行では、預金受入を行っておらず、資金調達は財政融資資金、政府保証債及び財投

機関債などの長期・安定的な資金調達を実施しております。 

また、資金繰り状況を把握し、日々の資金繰りに備えて複数の民間金融機関との間で



 

短期借入枠を設定するなど、適切なリスク管理に努めております。 

ニ デリバティブ取引 

デリバティブ取引に関しては、取引の執行、ヘッジ有効性評価、事務管理に関する部

署をそれぞれ分離し内部牽制を確立するとともに、デリバティブ関連規定に基づき実施

しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

    金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。 

２．金融商品の時価等に関する事項 

   平成 28 年３月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで

あります。 

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めてお

りません（（注２）参照）。 

（単位：百万円） 

 貸借対照表 

計上額 
時 価 差 額 

（１）現金預け金 

（２）有価証券 

   その他有価証券 

（３）貸出金 

   貸倒引当金（＊１） 

    

（４）金融商品等差入担保金 

1,220,187 

 

41,697 

13,540,661 

△160,868 

1,220,187  

 

41,697 

 

－ 

 

－ 

 

 

13,379,792 13,483,425 103,633 

162,230 162,230    -     

資産計 14,803,907  14,907,541 103,633 

（１）借用金 

（２）社債 

（３）金融商品等受入担保金 

9,438,450 

2,668,558 

63,380 

9,536,939 

2,721,958 

63,380 

98,488 

53,399 

- 

負債計 12,170,388 12,322,277  151,888 

デリバティブ取引（＊２） 

ヘッジ会計が適用されていないもの 

ヘッジ会計が適用されているもの 

 

－ 

(332,006) 

 

－ 

(332,006) 

 

－ 

－ 

デリバティブ取引計 (332,006)  (332,006)    － 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定を控除 

しております。 

（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デ



 

リバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の

債務となる項目については、（ ）で表示しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

   資 産 

   （１）現金預け金 

      満期のないあるいは満期が３カ月以内の預け金については、時価は帳簿価額と近似 

していることから、当該帳簿価額を時価としております。 

  （２）有価証券 

     その他有価証券については、取引金融機関等から提示された価格によっております。 

   （３）貸出金 

      貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、FRN（フ

ローティング・レート・ノート）法により算出された価額を時価としております。 

固定金利によるものは、元利金の合計額を、リスクフリー・レートにデフォルト率

及び保全率を加味したレートで割り引いて時価を算定しております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保

証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日にお

ける貸借対照表上の債権等計上額から現在の貸倒引当金計上額を控除した金額に近似

しており、当該価額を時価としております。 

（４）金融商品等差入担保金 

金融商品等差入担保金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

 

負 債 

  （１）借用金 

      借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行の

信用状況は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると

考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、当該

借用金の元利金の合計額をリスクフリー・レート（国債の指標レート）で割り引いて

時価を算定しております。 

 （２）社債 

      社債の時価は、市場価格によっております。 

（３）金融商品等受入担保金 

金融商品等受入担保金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。 

 

デリバティブ取引 



 

 デリバティブ取引は、金利関連取引（金利スワップ）、通貨関連取引（通貨スワップ及び

先物外国為替予約）であり、割引現在価値により算出した価額によっております。 

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の貸借対照表計上額は次のと

おりであり、金融商品の時価情報の「資産（２）有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 

区  分 貸借対照表計上額 

① 非上場株式（子会社・関連会社）（＊１） 2,061  

② 非上場株式（子会社・関連会社以外）（＊１） 68,998 

③ 組合出資金（子会社・関連会社）（＊２） 82,439 

④ 組合出資金（子会社・関連会社以外）（＊２） 41,404  

合  計 194,904  

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら 

れることから時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と認 

められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしておりません。 

 

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 １年超 

３年以内 

３年超 

５年以内 

５年超 

７年以内 

７年超 

10年以内 

10年超 

預け金（＊１） 1,220,187  －  －  －  －  － 

有価証券 

その他有価証券 

 

1,408 

 

25,400 

 

14,500 

 

2 

 

－ 

 

－ 

貸出金（＊２） 1,197,980 2,762,518 2,923,967 2,241,679 2,405,068 1,827,328 

合計 2,419,576 2,787,918 2,938,467 2,241,682 2,405,068 1,827,328 

（＊１）預け金のうち、要求払預金については、「１年以内」に含めて開示しております。 

（＊２）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見

込めない 182,118 百万円は含めておりません。 

（＊３）金融商品等差入担保金については、返済期限についての定めがないため、記載を省略

しております。 

 

  



 

（注４）借用金及び社債の決算日後の返済予定額 

（単位：百万円） 

 １年以内 １年超 

３年以内 

３年超 

５年以内 

５年超 

７年以内 

７年超 

10年以内 

10年超 

借用金 681,156 5,129,598 2,487,995 430,800 708,900 － 

社債 500,720 1,093,005 440,516 － 639,740 － 

合計 1,181,876 6,222,603 2,928,511 430,800 1,348,640 － 

（＊１）金融商品等受入担保金については、返済期限についての定めがないため、記載を省略

しております。 

 

（有価証券関係） 

 貸借対照表の「その他の証券」のほか「預け金」中の譲渡性預け金が含まれております。 

１．満期保有目的の債券（平成 28年３月 31日） 

  該当事項はありません。 

２．その他有価証券（平成 28年３月 31日） 

 

 種類 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えるもの 

株式 - - - 

債券 - - - 

 国債 - - - 

 社債 - - - 

その他 28,771 28,045 726 

小計 28,771 28,045 726 

貸借対照表計上

額が取得原価を

超えないもの 

株式 - - - 

債券 - - - 

 国債 - - - 

 社債 - - - 

その他 52,925 53,100 △174 

小計 52,925 53,100 △174 

      合計 81,697 81,145 552 

３．減損処理を行った有価証券 

  該当事項はありません。 

 

（税効果会計関係） 

当行は、法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）第２条第５号の公共法人であり、法人税を納め

る義務がないため、税効果会計は適用しておりません。 



 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当行は、平成 26 年 10 月 1 日から厚生年金基金制度を廃止し、確定給付企業年金制度及び確

定拠出年金制度へ移行しております。 

当行は、確定給付型の制度として、企業年金制度（平成 26 年 10 月 1 日に厚生年金基金制度

から移行）及び退職一時金制度を設けております。当行の企業年金制度は複数事業主制度であ

りますが、自社の拠出に対応する年金資産の額を、退職給付債務の比率に応じて合理的に算定

できるため、関連する注記は、以下の確定給付制度の注記に含めて記載しております。 

企業年金制度（積立型制度であります。）では、給与と勤務期間に基づいた年金又は一時金を

支給しております。退職一時金制度（非積立型制度であります。）では、退職給付として、給与

と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。また、当行は、平成 26 年 10 月 1 日より確

定拠出型の退職給付制度を設けております。 

なお、当行は、厚生年金基金の代行部分について、平成 25 年 4 月 1 日に厚生労働大臣から

将来分支給義務免除の認可を受け、平成26年10月1日に過去分返上の認可を受けております。 

２．確定給付制度  

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 退職給付債務の期首残高                     13,327百万円 

  勤務費用                           458 

  利息費用                            74 

  数理計算上の差異の発生額                   1,008 

  退職給付の支払額                      △821 

  その他                             － 

 退職給付債務の期末残高                     14,046 

 

（２）年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

 年金資産の期首残高                       6,932百万円 

  期待運用収益                         105 

  数理計算上の差異の発生額                    17 

  事業主からの拠出額                           117 

  退職給付の支払額                                △216 

  その他                               － 

 年金資産の期末残高                       6,956 

 

（３）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整  

表 

 積立型制度の退職給付債務                    9,013百万円 



 

 年金資産                          △6,956 

                              2,057 

非積立型制度の退職給付債務                 5,033 

未積立退職給付債務                      7,090 

未認識数理計算上の差異                    － 

未認識過去勤務費用                      － 

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額            7,090 

 

 退職給付引当金                                  7,090百万円 

 貸借対照表に計上された負債と資産の純額           7,090 

 

（４）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 勤務費用                            458百万円 

 利息費用                            74 

期待運用収益                        △105 

数理計算上の差異の費用処理額                 991 

 確定給付制度に係る退職給付費用                1,418 

 

（５）年金資産に関する事項 

 

 ① 年金資産の主な内訳 

     年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

 債券              39％ 

 株式              12 

 生命保険会社一般勘定     8 

 現金及び預金            41 

 合計                   100 

② 長期期待運用収益率の設定方法 

  年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮してお

ります。 

 

（６）数理計算上の計算基礎に関する事項 

  当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

  割引率        0.16％ 

  長期期待運用収益率  2.50％ 

  予想昇給率      3.91％ 



 

 

 

３．確定拠出制度 

 当行の確定拠出制度への要拠出額は 24百万円であります。 

 

（持分法損益等関係） 

関連会社に対する投資の金額       82,439百万円 

持分法を適用した場合の投資の金額 82,439百万円 

持分法を適用した場合の投資利益の金額はありません。 

 （注）当行の関連会社のうち、損益及び利益剰余金その他の項目からみて重要性の乏しい関

連会社については、除外しております。 

 

（関連当事者との取引関係） 

１. 親会社及び法人主要株主等 

    （単位：百万円） 

種 類 
会社等

の名称 

議決権等の

所有 

（被所有） 

割合 

関連当事

者との 

関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（注３） 
科 目 

期末残高 

（注３） 

主要株主 財 務 省

（ 財 務

大臣） 

被所有 

直接 

100％ 

政策金融

行政 

資金の受

入 

（注１） 

1,840,778 借入金 

 

 

9,438,450 

 

 

借入金の

返済 

1,403,938 

借入金利

息の支払 

57,339 未払費用 

 

18,240 

社債への

被保証 

（注２） 

2,388,589 

 

 

－ － 

（注）１．資金の受入は、財政投融資特別会計及び外国為替資金特別会計からの借入であり、

財政融資資金借入は財政融資資金貸付金利が適用されており、外国為替資金借入は

外国為替資金特別会計との間で取り決めた金利が適用されています。 

２．社債への被保証については、保証料の支払はありません。 

３．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 

 

 

 



 

 

 

２．兄弟会社等 

（単位：百万円） 

種 類 
会社等 

の名称 

議決権等

の所有 

（被所有）

割合 

関連当事

者との 

関係 

取引の 

内容 
取引金額 科 目 期末残高 

主要株主

が議決権

の過半数

を所有し

ている会

社等 

独立行

政法人

国際協

力機構 

なし 連帯債務

関係 

連帯債務 250,000 

（注１、４） 

－ － 

株式会

社日本

政策金

融公庫 

611,570 

（注２、４） 

－ － 

450,000 

（注３、４） 

－ － 

（注）１．株式会社国際協力銀行法附則第 12条第１項の規定により、当行が承継した国際協力

銀行既発債券に対し、独立行政法人国際協力機構法（平成 14年法律第 136号）附則第

４条第１項の規定により、独立行政法人国際協力機構が負っている連帯債務でありま

す。なお、同法附則第４条第２項の規定により、独立行政法人国際協力機構の総財産

が当該連帯債務の一般担保に供されております。 

   ２．株式会社国際協力銀行法附則第 12条第１項の規定により、当行が承継した株式会社

日本政策金融公庫既発債券に対し、株式会社日本政策金融公庫法（平成 19 年法律第

57 号）附則第 46 条の２第１項の規定により、株式会社日本政策金融公庫が負ってい

る連帯債務であります。なお、同法附則第 46条の２第２項の規定により、株式会社日

本政策金融公庫の総財産が当該連帯債務の一般担保に供されております。 

   ３．株式会社国際協力銀行法附則第 17条第１項第２号の規定により、株式会社日本政策

金融公庫既発債券に対し、当行が負っている連帯債務であります。なお、同法附則第

17条第２項の規定により、当行の総財産を当該連帯債務の一般担保に供しております。 

   ４．連帯債務に関して収益及び費用として計上している取引はありません。 

  

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額   1円 77銭 

 １株当たりの当期純利益金額 0円 3銭 

 

（重要な後発事象） 

特別業務の新規開始 



 

 平成 28 年５月 11 日に、第 190 回通常国会において、株式会社国際協力銀行法の一部を

改正する法律（平成 28 年法律第 41 号）が可決・成立しました。これにより、当行による

更なるリスクテイクとして、期待収益は充分だがリスクを伴う海外インフラ事業向けの貸

付け等を行う「特別業務」が追加され、一般業務勘定と区分して経理することになります。

なお、上記特別業務の追加についての施行日は、政令で定める日とされております。 
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株式会社国際協力銀行 

 

 

 

 

 

 
  



 

 

１．有形固定資産及び無形固定資産明細書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円、％）

当期首残高 当期末残高
（帳簿価額） （帳簿価額）

 3,040  62  51  168  2,882  714 19.86

 24,664 －       237 －       24,427 －      －      

 22 －      －       8  13  30 68.60

－          255  221 －       34 －      －      

 567  86 0  207  446  762 63.05

 28,295  404  509  384  27,804  1,507

 3,154  500 －       918  2,737  2,715

－         －      －      －      －         －      

－         －      －      －      －         －      

 3,154  500 －       918  2,737  2,715

償　却
累計率

償　却
累計額

当　期
償却額

無 形 固 定 資 産 計

リ ー ス 資 産

当　期
減少額

当　期
増加額

そ の 他 の 有形 固定 資産

有 形 固 定 資 産 計

そ の 他 の 無形 固定 資産

ソ フ ト ウ ェ ア

建 設 仮 勘 定

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

資 産 の 種 類



 

 

２．引当金明細書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

目的使用 その他

 115,492  100,180 －          47,410  168,262

 36,828  96,353 －          36,828  96,353

 76,003  129 －          7,921  68,211

 2,660  3,697 －          2,660  3,697

 500  516  500 －          516

 6  6  6 －          6

 30  11  2 －          39

 116,030  100,714  509  47,410  168,824

（注） 当期減少額（その他）欄に記載の減少額は、それぞれ次の理由によるものであります。

　　　 一般貸倒引当金・・・洗替による取崩額        個別貸倒引当金・・・回収等による取崩額

　　   特定海外債権引当勘定・・・洗替による取崩額　 

当期増加額
当期減少額

当期末残高

計

区　　　分

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

貸 倒 引 当 金

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

特定海外債権引当勘定

賞 与 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

当期首残高



 

 

３．営業経費明細書 

 

 

 

（単位：百万円）

計  17,631

諸会費・寄付金・交 際費  13

租 税 公 課  317

そ の 他  6,380

旅 費  1,390

通 信 費  127

広 告 宣 伝 費  3

営 繕 費  182

消 耗 品 費  243

給 水 光 熱 費  93

福 利 厚 生 費  729

減 価 償 却 費  1,302

土 地 建 物 機 械 賃 借 料  142

退 職 給 付 費 用  1,442

区　　　　分 金　　　　　　額

給 料 ・ 手 当  5,259


